
３ クイック融資制度                              令和７年６月版 

 

１ 制度の概要（平成１９年度創設）  

 （１） 制度の主旨 

       担い手が営農活動に伴い緊急に必要とする小口資金を融通するため，融 

    資機関が企業経営診断手法（スコアリング手法）を活用することで，申請 

    書類提出から無担保・無保証人での融資の可否判断までを，最速１週間で 

    行う仕組みを創設する。 

 

  （２） 制度の適用対象者 

     認定農業者又は一定の要件を満たす集落営農組織のうち，次のいずれに 

    も該当しないもの。 

       ア 簿記記帳又は青色申告を現に実施していない。 

    イ  過去 1 年以内に，元本返済又は利息支払いが事実上延滞した。 

    ウ 農業所得に赤字や繰越欠損を有する，又は債務超過である。 

          

 （３） 対象となる制度資金 

    ア 農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）   

      ※ 資金使途が負債整理の場合は利用不可。 

       イ 農業近代化資金 

 

 （４） 限度額 

     １借入につき５００万円以下であること。ただし，同一事業に対する融 

    資を故意に分割してクイック融資制度の適用を受けることはできない。 

     利用残高は通算せず，１借入につき５００万円以下であれば繰り返し利 

    用可能であるが，各融資機関の取扱により制限される場合がある。また， 

    各資金の貸付限度額を超える借入はできない。 

 

 （５） 制度の前提 

    ア 融資機関が企業経営診断手法（スコアリング手法）を有しており，当 

     該手法を活用した素早い審査体制が構築されていること。 

       イ 融資機関が各市町村特別融資制度推進会議から，クイック融資対象の 

     案件に関する貸付の認定等について委任を受けていること。 

 

２ 事務の流れについて 

「クイック融資による農業経営基盤強化資金及び農業近代化資金の融資手続 

等について」（平成 19 年３月 30 日付け 18 経営第 7836 号農林水産省経営局長 

通知。以下「クイック融資による手続」という。）に基づく事務処理手続きは， 

おおむね 2-3-4 ページのフローチャートによるものとする。 

 

３ 各機関の役割 

 （１） 窓口機関 

   ア 関係書類の受理 

    窓口機関は，借入申込希望書兼経営改善資金計画書（基本要綱別紙１の(1) 

    又は(2)の借入申込希望書兼経営改善資金計画書のうち収支計画例を除い 

    たものをいう。以下同じ。）等を受理する際は，添付書類の不備がないか 
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   を十分確認した上で受理すること。 

   イ 同意書について 

       窓口機関は，書類の受理に当たり，借入希望者に対し，当該書類を関係 

    機関に送付することがある旨について，同意を求め，同意書（基本要綱別 

        紙１の(1)又は(2)の下段）にチェックの記入を求めること。 

   ウ 融資機関の選定 

      窓口機関は，2-2-6 ページの「窓口機関の事務処理の考え方について」 

    に基づき融資機関を選定し，選定された融資機関（借入申込案件が農業信 

    用基金協会による保証の対象であり，かつ，借入希望者が保証を希望する 

    場合にあっては，融資機関及び農業信用基金協会。以下同じ。）に関係書 

    類を回付する。 

      なお，借受希望者が農業近代化資金によるクイック融資を希望する場合 

    には，利子補給承認の結果によっては貸付利率が変更される場合があるこ 

    とをあらかじめ説明すること。 

 

 （２） 融資機関 

    ア 窓口機関から関係書類の回付を受けた融資機関は，受理した日から５ 

     営業日以内に，融資審査を行うとともに，併せて，推進会議から委任さ 

     れた認定等に関する審査（農業経営改善計画と資金計画との整合性，農 

     業経営改善計画の達成確実性，借入金の償還確実性等）を行うものとす 

     る。 

     ※ 融資機関は，当該案件について，農地転用許可等の許認可手続きが 

      必要ないか等，関係機関と調整の上，審査等を行うこと。 

    イ 融資機関は，審査の結果，資金計画の認定をした場合には，借受希望 

     者に対し，受理日から６営業日以内に通知するとともに，正式な借入申 

     込書（基本要綱参考様式３又は基本要綱参考様式３を参考にして当該受 

     任融資機関等が定める様式）（農業信用基金協会による保証の希望があ 

         る場合は，借入申込書兼債務保証委託申込書（基本要綱参考様式４又は 

         基本要綱参考様式４を参考にして当該受任融資機関等が定める様式））， 

         等の提出を求めるものとする。 

  また，推進会議事務局に対し，速やかに，認定等を行った借入希望者 

 の氏名，住所等を報告する（2-2-7 ページ県参考様式１）。 

    ウ 融資機関は，審査の結果，クイック融資による融資を行わないと判断 

     した場合，借入希望者に対し,受理日から６営業日以内に借入手続移行通 

     知書（参考様式又は参考様式を参考にして当該受任融資機関等が定める 

     様式）により通常手続きに移行することを，あらかじめ借入希望者が指 

         定した方法により通知するものとする。 

    エ  融資機関は，農業近代化資金によるクイック融資の場合，貸付決定を 

     行う前に農業近代化資金利子補給承認申請書一式を，当該融資機関の所 

     在地を所管する県地域振興局及び支庁に提出し書類を受理される必要が 

     ある。 

      また，融資機関が貸付決定を行ったときは，当該決定をした営業日中 

     に，県に対しその旨を通知すること（2-2-8 ページ県参考様式２）。 

 

 （３） 県地域振興局等 

       ア 借入希望者に対する今後の経営指導のための情報として活用する。 

    イ 融資機関からクイック融資に係る農業近代化資金利子補給承認申請書 
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     を受理した場合は，速やかに審査を行い，その諾否を融資機関に通知す 

     る。 

 

 （４） 市町村 

         経営改善関係資金と同様 

 

 （５） 市町村特別融資制度推進会議 

         融資機関から認定の報告があった場合は，速やかに経営改善資金計画認 

    定通知を行うものとする。なお，認定農業者に認定された際の農業経営改 

    善計画及び同認定書の写しを添付すること（2-2-10 ページ県参考様式４－ 

    １）。 

 

４ 留意事項 

 （１） 農業信用基金協会の保証に付す場合には，あらかじめ融資機関と基金協 

    会が協議を行い，クイック融資に対応した保証条件を整備すること。 

 （２） 農業近代化資金のクイック融資は，クイック融資分を加えた農業近代化 

    資金の通算借入金残高が以下の金額を超える場合は，知事特認又は事前協 

    議を要するため，利用できない。 

       ア  個人 ： １，８００万円   

    イ 法人 ：     １億円 

 （３） 融資機関は，貸付決定を行う前に利子補給承認申請書及び関係書類を県 

    に提出し，受理される必要がある。また，借受希望者に対し，利子補給が 

    不承認となった場合は，貸付金利が変更される場合があることをあらかじ 

    め説明しておくこと。 

 （４） クイック融資は，融資機関が，独自の責任で，無担保・無保証人で貸し 

    付けても問題がないと判断した相手に融資を行うことが前提である。 

 （５） 補助金交付決定等の遅れ等のため，補助残融資の自己資金分をクイック 

    融資で対応する場合も想定されるが，クイック融資は，スコアリング手法 

    により融資可否の判断で適とされた者のみが対象者となり，希望者全てが 

    利用できるものではないため，事業の計画を立てる際は，当制度利用を前 

    提とした資金利用計画としないこと。                
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５ クイック融資の事務処理手続

借入希望者

②借入申込希望書 ⑥融資可否通知（６営業日以内) ⑦ ⑧ ⑨ ⑪
兼経営改善資金計画書 借入申込書 関 貸 経 指

借入申込書兼債務保証委託申込書 係 付 営 導
（農業信用基金協会保証の希望がある場合） 書 実 状

類 行 況
窓口機関 の

（

報
提 借 告
出 入 書（

希
③ 報告先機関 慎重な審査が必要な案件 指 望
回 ☆は必須 は通常審査 定 日
付 ★は任意 期

）

（

推進会議 日
直 ま
ち 報告事項 ④ 推進会議が定 ① で
に ⑤報告 は最小限 報 める融資機関 委 に）

（速やか 告 への委任案件 任

）

に）

融資機関 (6 営業日以内に融資可否判断・借入希望者へ通知を行い，11 営業日以内に貸付決定を行う。）（注）

借入希望者が保証を希望する場合

基金協会 (5 営業日以内に保証可否回答） 最⑩
小必

➌ 限要
回 情に
付 ☆市町村・県地域振興局等 報応（

（金融担当部署）※ 提じ
直 供
ち
に）

★地域振興局等（普及担当部署）

あらかじめ推進会議
が定めた場合のみ

★農業委員会
⑪指導に当たり連携
報告を受けた機関

★その他の構成機関

※市町村・県地域振興局等（金融担当部署）への回付・報告は利子助成等を行う場合に限る
(注) 融資機関は，農業近代化資金の貸付決定をする前に農業近代化資金利子補給承認申

請書一式を県に提出し，貸付決定した場合は当該営業日中に県にその旨通知すること。
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